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国際会計士倫理基準審議
会（IESBA）ニューヨーク
会議報告
～ パートナー・ローテーション制
度の改訂内容を暫定決定　他 ～

2016年 6 月27日～29日の間、国際会計士倫理基準審議会（International 
Ethics Standards Board for Accountants： IESBA）の会議が、国際会計
士連盟（International Federation of Accountants： IFAC）のニューヨー
ク本部にて開催された。IESBAは、パブリック・ボードメンバー 5 名、監査実務ボー
ドメンバー 9 名、非監査実務ボードメンバー 4 名の、合計18名のボードメンバーで
構成されている。議長は、パブリック・ボードメンバーのStavros Thomadakis氏
である。

各ボードメンバーは 1 名のテクニカル・アドバイザーを参加させることができ、大
半のボードメンバーは参加させている。そのほか、公式オブザーバー 2 名（日本の
金融庁及び欧州委員会（EC）からそれぞれ 1 名）、IESBAの諮問助言グループ
（Consultative Advisory Group： CAG）の議長及び公益監視委員会（Public 
Interest Oversight Board： PIOB）のメンバー 1 名、並びにIESBAスタッフや
一般の傍聴者も数名参加している。今回のニューヨーク会議は、ボードメンバー16
名を含む総勢30名を超す参加者があった。日本からは、パブリック・ボードメンバー
の筆者と、筆者のテクニカル・アドバイザーの矢定俊博会員が参加した。

以下、今回の会議の概要を、進捗度合及び日本への影響度が高いと思われる

テーマから順に報告する（注：IESBAが策定しているCode o f E th ics fo r 
Professional Accountantsは、本稿においては、倫理規程という。また、特に
断り書きがない限り、専門用語や参照セクション・パラグラフ等はこの倫理規程のも

のであって、日本の倫理規則等のものではない。）。
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2016年 3 月マドリッド会議
議事録の承認とイントロダク
ション
1
　前回会議（2016年 3 月マドリッド）以降
のIESBAの活動等について報告があっ
た。そして、前回会議の議事録について
は、審議を踏まえ、一部修正することを前
提に承認された（前回会議の報告につい
ては、本誌2016年 6 月号の本会議報告
を参照のこと）。

上級職員の監査関与先への長
期的関与 （パートナー・ロー
テーションを含む）（Long 
Association of Senior 
Personnel （Inc lud ing 
Partner Rotation） with 
an Audit Client）

2

　IESBAは、倫理規程の現行セクション
290「監査業務及びレビュー業務におけ
る独立性」及び同291「その他の保証業
務における独立性」を改訂する公開草案

「監査又は保証業務における担当者の
関与先との長期的関与に係る倫理規程
の一部変更案」を、2014年 8 月14日に
公表した（本公開草案の内容の概要に
ついては、本誌2014年 9 月号の本会議
報告を参照のこと）。
　この公開草案に寄せられたコメントの
分析及び審議を行った結果、IESBAは
3 つの項目について公開草案と大きく異
なる暫定決定を行った。そこで、これら 3
つの項目だけに限定して2016年 2 月 4
日に再公開草案（コメント締切日：2016年
5 月 9 日）を公表した。再公開草案の概
要については、本誌2016年 2 月号の本
会議報告を参照のこと。
⑴　再公開草案に寄せられたコメ
ント

　再公開草案に対しては、IFAC加盟団

体（日本公認会計士協会（JICPA）を含
む。）18通、会計事務所等 9 通、規制当
局等 4 通など合計で35通のコメントが寄
せられた。なお、最も厳しいコメントを寄せ
ることが予想される証券監督者国際機構

（International Organization of 
Securities Commissions： IOSCO）
は、今回の会議時点ではまだコメントを
送ってきていなかった。
　 3 つの項目のうち、特定の国や地域が
独自に採用している制度に特別の配慮を
する改訂案に対してはほとんどのコメント
が賛成しているが、他の 2 項目について
は多くのコメントが懸念を示したり異なっ
た考え方を提案している。これらのコメン
トを慎重に分析、検討した上でタスク
フォースから新たな案が提示され、今回
の会議において審議した結果、次頁の表 1
のように暫定決定された。これから寄せ
られることが予定されているIOSCOから
のコメントの審議も踏まえて、2016年の 9
月の会議において最終決定する予定で
ある。

⑵　再公開草案の変更内容と当
初の公開草案

　今回暫定決定された再公開草案の変
更内容と当初の公開草案との比較につ
いては次頁の表 1 のとおりである。
⑶　EQCRのクーリングオフ期間
の判定におけるPIEの上場、非
上場の区分

　当初の公開草案では、PIEについては
上場か非上場かは区別していなかった
が、再公開草案では区別することを提案
していた。ところが、再公開草案に寄せら
れた次のようなコメントを考量した結果、
結局、当初案に戻り区別しないことにした。
・�　EQCRの役割等を考慮すると、区

別する意義がない。
・�　EQCRの選任が求められるのは、国

際品質管理基準第 1 号（ISQC 1 ）又

は各国の法規制に従って各会計事務
所等が決めており、全ての会計監査に
適用する場合が多い。

・�　非上場PIEには、非上場だが規模の
大きい金融機関を含める国が多い。

・�　上場か非上場かによってPIEの取扱
いを変えると、非常に複雑になる。
⑷　関与期間の組合せとクーリン
グオフ期間の関係

　寄せられたコメントの多くは、再公開草
案の提案を支持したが、あまりにも複雑で
あるというコメントも多かった。そこで、「最
後の 3 年間のうち、2 年間の関与」とい
う条件を削除することで暫定決定した。
⑸　特定の国や地域の制度への
配慮

　この提案に対しては、EUにおける特別
の制度への配慮も含めて、ほとんどのコ
メントが支持をした。そこで、少しの文章
表現を修正（「最低10年間」を、「あらか
じめ定められた期間」に修正及び共同監
査を追加）した上で、再公開草案とほと
んど同じ内容で暫定決定した。
⑹　適用日
　当初の公開草案では、新基準は2017
年12月15日以降開始する事業年度の財
務諸表監査から適用することが提案され
ていた。今回、タスクフォースは、これをさ
らに 1 年間延長するオプションも示した
が、次回の会議で議論することにして、今
回は暫定決定しなかった。

倫理規程の構成の見直し
（Improving the Structure 
of the Code）
3
　倫理規程の構成の見直しプロジェクト
の目的は、IESBAの倫理規程の明瞭化
及び利便性の改善方法を特定し、それに
よって倫理規程の適用（adoption）、効
果的な履行及び一貫した適用を促進す
る方法を検討することである。しかし、本
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プロジェクトの目的はあくまでもこのような
ことに限定され、現行規程の内容を変更
するものではないことに留意を要する。
　2014年11月 4 日に、市場関係者にこ
のプロジェクトの内容と方針を説明してコ
メントを求めるためのコンサルテーション・
ペーパー（CP）「IESBA倫理規程の構
成の改善」が、公表された。
　そして、それに寄せられたコメントを分
析、検討した結果、公開草案を右記表 2
のように 2 回に分割して公表することに
なり、フェーズ 1 の公開草案が2015年12
月21日に公表された（コメント締切日は、
2016年 4 月18日）。本公開草案の概要
については、本誌2016年 6 月号の本会
議報告を参照のこと。

⑴　本公開草案（フェーズ 1 ）に
寄せられたコメント

　本公開草案に対しては、IFAC加盟団

体（JICPAを含む。）及びその他の職業
専門家団体29通、会計事務所等10通、
規制当局等 6 通など合計で50通のコメン

［表 1 ］　今回暫定決定された再公開草案の変更内容と当初の公開草案との比較
当初の公開草案 再公開草案 今回暫定決定された再公開草案の変更内容

EQCRのクーリングオフ期間は、上場、
非上場PIE共に 2 年のまま変更しな
い。

EQCRのクーリングオフ期間につき、
①　上場PIE：5 年
②　非上場PIE：3 年

EQCRのクーリングオフ期間につき、上場、非上場
PIE共に 3 年

7 年間のうち、1 年でもEPとして関与
した場合は、5 年のクーリングオフ期
間が適用される。

7 年間のうち、EP又はEQCRとして
次の期間を関与した場合（両者の組
合せを含む。）は、5 年又は 3 年のクー
リングオフ期間が適用される：
①　 4 年以上、又は
②　最後の 3 年間のうち、2 年間

①�　EPとKAPの両方で 4 年以上関与の場合：5
年のクーリングオフ

②�　EQCRとKAPの両方で 4 年以上関与の場
合：3 年のクーリングオフ

③�　EPとEQCRの両方で 4 年以上関与の場合
において：
・　�EPとしての関与が 3 年以上の場合：5 年の

クーリングオフ
・　�上述以外の組合せでの関与の場合：3 年の

クーリングオフ

特定の国や地域が独自のローテーショ
ン制度等を採用していても、特別の配
慮はしない。

特定の国や地域の独立基準設定主
体や規制当局等が、次のような制度を
採用している場合は、EP及びEQCR
のクーリングオフ期間を 3 年に短縮す
ることができる：
①�　独立規制当局による検査制度、

及び
②�　EP又はEQCRの関与期間が 7

年より短い、又は最低10年間の強
制ファームローテーション制度や強
制入札制度

特定の国や地域の規制当局等が、次のような制度
を採用している場合は、EPのクーリングオフ期間を
3 年に短縮することができる：
①　独立規制当局による検査制度、及び
②�　EPの関与期間が 7 年より短い、又はあらかじ

め定められた期間の強制ファームローテーション
制度や強制入札制度あるいはあらかじめ定めら
れた期間の共同監査

（注）・EP（Engagement Partner）：業務執行社員（日本：筆頭業務執行社員に相当） 
・KAP（Key Audit Partner）：監査業務の主要な担当社員（日本：倫理規則上も同じ表現） 
・EQCR（Engagement Quality Control Reviewer）：審査担当社員 
・PIE （Public Interest Entity）：社会的影響度の高い事業体（日本：倫理規則上の「大会社等」）

［表 2 ］　
フェーズ 1 公開草案 フェーズ 2 公開草案

2015年12月21日公表 2016年 9 月のIESBA会議で承認の予定

・Preface（序文）
・�Guide to the Code（倫理規程の手

引き）
・�Part A（倫理規程の序論及び基本原

則）
・�Part C（会計事務所等所属の職業会

計士）
・C 1（監査・レビュー業務の独立性）
・Glossary（用語集）

・Part B（企業等所属の職業会計士）
・Part Cの内の、違法行為への対応
・�C 1 の一部（長期的関与、非保証業務、

利用と配布の制限が付された報告書）
・C 2（その他の保証業務の独立性）

（注）�　上記のうち、Part Cは現行のPart Bから、Part Bは現行のPart Cから変更されるも
のである。
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トが寄せられた。
⑵　コメントの分析と審議
① 　寄せられたコメントの大勢は、このプ

ロジェクトによって倫理規程の構成を
見直す結果、原則ベースの明確化、
要求事項（Requirement）と適用指
針（Appl icat ion Mater ia l）の区
別、規定の意味の明確化、全般的な
利便性の向上等が図られるとして、公
開草案の内容を支持している。

② 　 5 つの基本原則と独立性の関連性
に関する規定を向上させるためのコメ
ントがいくつもあり、これらを反映するよ
うな文章表現や規定の構成の修正の
考え方が示された。ただ、今回は方向
性を決めるための議論のみで、具体的
な規定（Text）の修正案が示されなかっ
たため、次回の会議において修正規定
案に基づき再審議することになった。

③ 　独立性に対する概念的アプローチ
の適用の明確化についても、いろいろ
なコメントがあり、上記②のような議論
が行われ、同じように次回の会議にお
いて再審議することになった。
④ 　公開草案では「倫理規程の手引き
（Guide to the Code）」に含められ
た「例外的状況」（倫理規程に準拠す
ることが不相応又は公益に反する結果
になったり、ある基本原則を遵守するこ
とが他の基本原則に反することになっ
てしまう状況）の規定は、その内容の
重要性から、規程本体に移すべきであ
るとのコメントがいくつか寄せられた。
議論の結果、やはり、規程本体のPart Ａ

「倫理規程の序論及び基本原則」に
戻すことが暫定決定された。この議論
の中で、このような規定は、倫理規程
からの離脱（Overriding）を認めるも
のではないかという意見も出されたが、
現行規程はそのようなことを意味して
いないし、今回のプロジェクトでもその

ように変えるべきではないとの意見が
大勢であった。

⑤ 　公開草案は、現在の倫理規程のタイ
トルを「Internat ional Code of 
Ethics Standards for Profes-
sional Accountants」に変えること
を提案していたが、寄せられたコメント
を踏まえて、メインタイトルを「Interna-
tional Code of Ethics for Pro-
fessional Accountants」として、

「Including International Inde-
pendence Standards」というサブ
タイトルを付けるように変更することが
タスクフォースから提案された。サブタ
イトルの付け方（ハイフンで繋ぐ、カッコ
書きにする等）が議論されたが、基本
的にはタスクフォースの提案が承認さ
れた。

⑥ 　現在、倫理規程全体がPart Ａ、Ｂ、
Ｃと分類されているのを、次のように各
セクションの名前で分類する方法に変
更することが提案された。

・�　Fundamental Principles and 
Conceptual Framework（Sec-
tion 100 to 199）

・�　Professional Accountants in 
Business-General（Section 200 
to 299）

・�　Professional Accountants in 
Public Practice-General（Sec-
tion 300 to 399）

・�　International Independence 
Standards（Section 400 to 999）
　タスクフォースは、このように変更す
ることにより、基本原則と概念フレーム
ワークが強調され、現行のPart ＢとＣ
の順番を入れ替える（公開草案の提
案）ことによる混乱を避け、国際独立
基準の存在をアピールできる等の効果
があると主張した。審議の結果、おお
むねこのように変更することで暫定決

定された。
⑦ 　要求事項のパラグラフにはＲを付け、

適用指針のパラグラフにはＡを付ける
ことに対しては、要求事項のパラグラフ
は太字体（Bold font）にすべき等の
コメントが寄せられたが、審議の結果、
公開草案のままとすることが暫定決定
された。
⑧ 　用語集（Glossary）が倫理規程の

最後の位置になっていることに対して、
これは規程の一番前に移すべきである
とのコメントがいくつか寄せられたが、
審議の結果、変更しないことが暫定決
定された。

⑶　フェーズ 2 の検討
　今回は、前頁表 2 のフェーズ 2 の中
の、C 1 の一部（利用と配布の制限が付
された報告書：構成見直し後セクション
800）及びC 2（その他の保証業務の独
立性：構成見直し後セクション900）につ
いて検討を行った。タスクフォースから、
これらの新しいセクションと現行セクション
の比較表が提示されて審議したが、いく
つかの字句や表現の変更が行われただ
けで、おおむねタスクフォースの提案が承
認された。
⑷　今後の予定
　フェーズ 2 の残りの部分について、次
回以降、審議していくことになった。なお、
このプロジェクトとの連携が重要な他のプ
ロジェクト（長期的関与、違法行為への
対応、Part C及びセーフガード）とは、そ
れぞれの進捗状況に合わせて注意深く
タイアップしていくことが確認された。そ
れらのプロジェクトの進捗状況次第であ
るが、現在のところ、2016年12月の会議
においてフェーズ 2 の公開草案を承認す
る予定である。
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倫理規程におけるセーフガー
ドの見直し（Review of Safe-
guards in the Code）
4
　これは、倫理規程のうち、監査関与先
に対する非保証業務の提供（セクション
290の中の「Provis ion of Non-as-
surance Services to an Audit Cli-
ent」）に関連するセーフガードの適切性
及び効率性のレビューを行うというプロジェ
クトである。ただ、セクション100（Part A
の総 則 及び 基 本 原 則の遵 守 ）と200

（Part Bの総則）がセーフガードに関して
の基本的な考え方を定めているため、
フェーズ 1 としてまずこれらを先に検討、
改訂して、その後で、フェーズ 2 として非
保証業務（Non-assurance Servic-
es： NAS）に関するセーフガードを扱うこ
とになった。
　まず、2015年12月21日にフェーズ 1 の
公開草案が公表された（コメント締切日
は、2016年 3 月21日）。フェーズ 1 の公
開草案の概要については、本誌2016年
6 月号の本会議報告を参照のこと。
⑴　フェーズ 1の公開草案に寄
せられたコメント

　本公開草案に対しては、IFAC加盟団
体（JICPAを含む。）及びその他の職業
専門家団体30通、会計事務所等10通、
規制当局等 7 通など合計で53通のコメン
トが寄せられた。
⑵　コメントの分析と審議
① 　過半数のコメントは、倫理規程にお

けるセーフガードを明確化し、向上させ
るというこのプロジェクトの全般的な目
的に対しては強い支持を表明した。

② 　公開草案は、第三者テストの説明
を、「事情に精通し、合理的な判断を行
うことができる第三者のコンセプトは、
仮想の者（Hypothetical person）
による評価を伴うテストである」として

いるのに対して、いろいろな観点から
のコメント寄せられた。そこで、タスク
フォースは「事情に精通し、合理的な
判断を行うことができる第三者テストと
は、十分な能力、知識及び経験を有す
る公正な人（Objective person）が、
職業会計士の判断の適切性を評価
し、同じ結論になるかどうかを検討する
ことである」と変更することを提案した。
議論した結果、とりあえずは、おおむねこ
の修正文にすることで暫定決定された。

③ 　公開草案は、「セーフガードとは、阻
害要因を除去又は許容可能な水準に
軽減するのに効果的な対処行動（ac-
t ion）である」との定義を提案したの
に対して、過半数のコメントが賛成した
ので、この定義を維持することになった。

④ 　公開草案は、会計士団体、法規則、
監査事務所、雇用企業等によって設け
られた特定の条件、方針及び手続等

（例：教育、研修及び経験習得等のた
めのプログラム、CPE）は、もはやセー
フガードとはみなさずに、これらは、阻
害要因のレベルを評価する時の要素とし
て考慮されることになると提案した。これ
に対しては、いろいろな意見が寄せられた
が、セーフガードとはみなさないという提
案は維持することにして、文章表現を修
正してコメント対応をすることになった。
⑶　フェーズ 2：非保証業務
（NAS）セクションの検討
①　重要性の判定について

　現行倫理規程の非保証業務セク
ションには、「阻害要因の重要性（Sig-
ni f icance）」という表現が 3 か所に
使われている。しかし、阻害要因の程
度を表す言葉として「重要性」は相応
しくないので、「レベル（Level）又は水
準」という言葉を使うことになった。な
お、NASを提供する監査関与先の財
務諸表の重要性（Materiality）に関

しては、倫理規程の中に国際監査基準
（Internat ional Standards on 
Audit ing ： ISA）320「監査の計画
及び実施における重要性」を参照する
適用指針を新たに入れることになった。
② 　評価業務、内部監査及び情報シス

テムに関する業務のセーフガードの例
に、「業務をレビューする外部の専門家
を会計事務所等が採用すること」を追
加することになった。
⑷　今後の予定
　現在のところ、2016年 9 月の会議にお
いて、フェーズ 2 の公開草案を承認する
予定である。

倫理規程のPar t C（企業等
所属の職業会計士に関する
規程）の見直し
（Changes to Par t C o f 
the Code）

5

　2012年 2 月に設定された倫理規程
Part Cの見直しプロジェクトでは、以下の
領域を優先的に検討することとされている。
・�　経済取引について、忠実に表示する

財務報告の作成及びその関連事項に
対 する企 業 等 所 属 の 職 業 会 計 士

（Professional Accountants in 
Business： PAIB）の責任

・�　PAIBが、非倫理的行為又は違法
行為に関わることの上司からのプレッ
シャー

・�　便宜を図ってもらうための支払金、
賄賂

　これまでの議論を受けて、フェーズを 2
つに分け、フェーズ 1 を、セクション300

（導入）、同310（潜在的な相反）、同320
（情報の作成及び報告）、同330（十分な
専門知識を備えた行動）及び同340（金
銭的利害）とする。なお、セクション320の
うち、他者からのプレッシャーへの対処に
ついては、新しいセクション370（基本原
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⑶　今後の予定
　今回の会議で、賄賂及び贈収賄も含
めることでセクション350の範囲が広まる
ことになったので、フェーズ 2 の進行には
より時間を要することになった。タスク
フォースとしては、なんとかして2016年の
12月の会議でフェーズ 2 を完了したいと
のことである。

違法行為への対応（Respon 
ding to Non-Compliance 
with Laws and Regula-
tions：NOCLAR）の最終基
準化

6

⑴　今までの経緯
　職業会計士が業務遂行時に感知した
関与先（会計事務所等所属の会計士の
場合）や雇用主企業（企業等所属の会
計士の場合）の違法行為（疑義を含む。）
に、どのように対応するべきかについて規
定するこのNOCLARプロジェクトは、
2012年にいったん、公開草案を公表した。
しかし、守秘義務に優先して外部への公
表等を義務付けた公開草案にはほとんど
の市場関係者が反対のコメントを寄せた。
そこで、IESBAは、それらのコメントの分
析と対 応 方 針をまとめたFeedback 
Statement について、世界中の市場関
係者から広く意見を聴取して再公開草案
を起草する方針を固める目的で、2014年
にラウンド・テーブルを香港、ブリュッセル
及びワシントンで開催した。
　それらに加えて、幅広い市場関係者へ
のコンサルテーション等の結果を踏まえて
変更されたプロジェクト・フレームワークを
開発し、それに基づいて作成された新し
い規程案（セクション225：会計事務所等
所属の職業会計士、セクション360：企業
等所属の職業会計士）が審議されてき
た。これらの審議を通して新しい規程案
を作り、それを再公開草案として2015年

則への違反のプレッシャー）を設けること
とした。また、フェーズ 2 をセクション350

（勧誘）とした。
　上記のうち、フェーズ 1 については、
2014年11月24日に公開草案「IESBA倫
理規程Part Cの改訂案」が公表され、
それに寄せられたコメントを審議した結果、
2015年12月の会 議で出 席ボードメン
バー全員の賛成により最終基準としての
内容が確定した。しかし、これからフェー
ズ 2 の検討が行われ、それと合わせて新
しい構成に組み直すまでは正式の改訂
基準としては有効にならない。そこで、と
りあえず確定した内容が、情報提供とい
う目的でClose-of f textという形で
2015年12月にIESBAのウェブサイトにお
いて公表された。
　今回の会議では、前回の会議で議論
したフェーズ 1 の論点のフォローアップと、
フェーズ 2 に関する検討が下記のように
行われた。

⑴　現行Part C を現行Part B
にも適用する規定の検討

　 現 行 のPart Bパラグ ラフ100.3と
100.12には、「Part Cは企業等所属の
職業会計士に適用するが、特定の状況
においてはPart Bが適用される会計事
務所等所属の職業会計士にも当てはま
る場合がある」という規定がある。これ
は、会計事務所等に雇用されている立場
の職業会計士も、雇用関係という面では
企業等所属の職業会計士の立場でもあ
り、現行Part Cが適用になることを意味
していると解釈されている。しかし、会計
事務所等所属の職業会計士がこの規定
を具体的にどのように適用すべきなのか
不明瞭、かつ、強制なのかオプションなの
か不明確等の問題が指摘されている。そ
こで、この規定の意味を明確にするため
の説明文章を倫理規程Part Ａ、Ｂ、Ｃの
それぞれに入れることになった。

⑵　勧誘（Inducements）
　現行Part Ｃのセクション350は、勧誘の受
入れ及び申出について規定しているが、これ
をどのように見直すべきかが議論された。
① 　現行の倫理規程は、賄賂及び贈収

賄（Bribery and corruption）をセ
クション350の範囲に含めていないが、
昨今の世界各国の社会情勢における
これらの問題発生頻度と、それに対す
る意識の高まりやパブリック・インタレス
トという観点から、タスクフォースはこれ
らをセクション350に含めるべきである
と提案した。違法行為との区別をするべ
きか否か等の議論がなされたが、大勢は
含めるべきであるという意見であった。

② 　現在は、「勧誘」となっているタイトル
は分かりにくいので、「贈答及び接待

（Gifts and hospitality）」と変更す
ることが提案された。この提案につい
ては、いろいろの意見が出されたが、範
囲が狭くなりすぎることや、前述の賄賂
及び贈収賄も入れることになると、タイ
トルはいずれにしろ再考しなければなら
なくなる。そこで、まずこのセクションが
カバーすべき範囲を決めて、タイトルはそ
れに応じて最後に決めることになった。

③ 　このセクションを見直すに際して、各
国や地域における慣習や文化の違い
を反映するべきかどうか議論された。
筆者は、贈答及び接待を含むこのテー
マは、国や地域の慣習や文化によって
大きく異なるのだから、当然配慮すべき
だと主張したが、他のほとんどのボード
メンバーは筆者を白い目で見ていた。
このような類の発言をするといつもこう
だ。しかし、おかしいのは、例えば、EU
のいうことは地域特性として配慮する

（前述の 2「⑸　特定の国や地域の
制度への配慮」参照）のに、日本やア
ジアのことについては軽視（無視？）す
る傾向がある。
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5 月 6 日に公表した。再公開草案の概
要については、本誌2015年 7 月号の本
会議報告を参照のこと。このコメント締
切は、2015年 9 月 4 日であったので、そ
れ以降の会議においては寄せられたコメ
ントの分析及び検討並びに関連する団
体等へのアウトリーチ等が行われた。
⑵　内容の最終確認
　再公開草案に寄せられたコメントの大
勢は、再公開草案の内容に賛成した。
2016年 3 月の会議においてさらなるコメ
ントの分析及び審議をした結果でも、本
誌2016年 6 月号の本会議報告に述べた
主な点を除いては、再公開草案の内容
は、基本的には大きく変えないことで最終
確認された。
⑶　最終決定
　国際監査・保証基準審議会（Inter-
national Auditing and Assurance 
Standards Board： IAASB）も、IESBA
の違法行為への対応プロジェクトと平仄を
合わせるようにISA250の見直しを行ってい
る関係もあって、上述の内容の最終確認に
ついてIAASBと合意した。それを受けて、
2016年 4 月にIESBAは電話によるボード
会議を開いて最終基準として決定した。
⑷　最終基準の構成、適用日及
び公表予定

　現在、IESBAのメインプロジェクトの 1
つとして、倫理規程の構成の見直しプロ
ジェクト（前記 3 参照）が進められている
ので、この違法行為への対応基準も新し
い構成によって最終基準化することにな
る。しかし、この違法行為への対応プロジェ
クトはスタートしてからもう約 5 年も経って
いること、及びこの基準を一刻も早く適用
すべきであるとの社会的要請が高いこと
を考慮して、とりあえず、現行の構成によ
って基準化をして適用を開始した上で、そ
の後に改めて新しい構成による最終基準
化を図るという 2 段階アプローチを取る

ことを決定した。
　適用日は次のように決定された。
・�　2017年 7 月15日から適用（監査人に

ついても事業年度で区切らない。）
　 なお、現 行 の 構 成による基 準 は、
PIOBによる承認プロセスを経た上で、
2016年 7 月14日に公表された。
⑸　周知及び適用に向けた支援
　NOCLAR基準の内容は、解釈が難し
く複雑な上に、全ての分野における職業
会計士に適用され、実務対応が難しい基
準である。したがって、今回の会議におい
て、新基準の周知徹底を図り、実務にお
ける適用面を支援するための各種ツール

（解説文書、Q&A、フローチャート等）を
作成するためのNOCLAR Implemen-
tation Advisory Groupを立ち上げる
ことが承認された。

職業的懐疑心（Professional 
Skepticism）7

　昨今の監査監督機関の各種レポート、
各国・地域における監査関連機関及び
各種学会における活動・報告において、
職業会計士の職業的懐疑心をより高め、
実務における適用を強化する必要がある
との指摘が多くなされている。
　このような背景の下で、現在、IFAC
の 3 つ の 基 準 設 定 主 体、IESBA、
IAASB及び国際会計教育基準審議会

（I n t e r n a t i o n a l A c c o u n t i n g 
Educa t ion S tandards Board ：
IAESB）が共同で進めている職業的懐
疑心のプロジェクトについての報告と、論
点の審議が行われた。
　論点の 1 つは、職業的懐疑心というコ
ンセプトは、監査及びレビューに限定して
適用されるべきものか、あるいは、それ以
外の非保証業務や企業等所属の職業
会計士も含めた幅広い職業会計士の業
務全般を対象にするべきかである。会議

における意見の大勢は後者を支持するも
のであった。
　もう 1 つの論点は、3 つの基準設定主
体に共通の職業的懐疑心の定義を定め
るべきか、又は別々に定めるべきかという
ことであった。これに関しては、まず、3 つ
の基準に共通の定義（Generic defini-
t ion）を定めるが、3 つの基準はそれぞ
れの具体的な状況や手続に合うように個
別の定義（Specific definition）や説
明を定めるのが実務的であるという意見
が大勢であった。

監査監督機関国際フォーラム
の報告8

　IESBAと密接な関係を有する監査監
督機関国際フォーラム（International 
Fo rum o f Independen t Aud i t 
Regulators ：IFIAR）のVice Chair、 
Mr. Brian Huntから、IFIARの活動に
関する下記のような項目について詳しい
報告があり、IESBAボードメンバーと意
見交換が行われた。
・�　IFIAR Governance Structure
・�　2016 Key Work Streams
・�　2015 Inspections Survey
・�　Discussion with IESBA
　この 中で、2017年 4 月には 東 京に
Permanent Secretariat Officeが設
置されることが報告された。

次回の会議予定9
　次回は、2016年 9 月26日から30日までの
間、ニューヨークで開催される予定である。
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